

























































































































































地判昭和田・ 9・11判時 976号 40頁，控訴審の名古屋高判昭和60・4・12下





ある，とされた事例(東京高判昭和 62・7・15訟月 34巻 11号 2115頁，東京
地八王子支判昭和 56・7・13桂月 27巻 11号 2005頁，福岡地判昭和 63・12・
16訟月 35巻 12号 2197貰，金沢地判平成3・3・13訟月 37巻 10号 1789貰，
横浜地判平成4・12・21訟月 47巻3号452頁等)，道路騒音公害訴訟において
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(7) 内池・前掲注(3 ) 184頁以下参照。




























(19) 吉田邦彦「判批」民商 137巻4=5号429頁 (2008年)。
(20) 采女・前掲注(13)196頁，石松・前掲注(13)58頁，大村教志「判批」法協 108
巻12号2130頁(1991年)等。






(25) 中村心「判解」ジュリ 1395号 159頁 (2010年))
(26) 人見・前掲注(11)2頁，松久・前掲注(11)504頁参照。
(27) ただい本判決の調査官解説(清野正彦「時の判例」ジュリ 1340号 100頁
(2007年)，同「判解J欝時60巻6号283頁以下 (2008年〉によれば，その射程
はきわめて狭いものとされている。
(28) 松本「判批」法時81巻 13号382頁 (2009年〕。
(2011年 1月1日〉
(脱稿後に，目黒大輔「国家賠償請求訴訟における消滅時効と除斥期間」判タ 1357
号4頁以下 (2011年〉に接した。本稿とあわせて参照していただければ幸いである。)
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